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センクシア株式会社の株式取得（子会社化）
に関するお知らせ
リリース補足説明資料
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センクシア株式会社の概要

• センクシア株式会社は、建築・情報インフラ分野における独自技術と製品開発を通じて「安心・安全・快適」を支え

る国内トップの建材機器メーカー

• 独自の技術と製品開発で、販売+施工を一貫で提供し、高品質・高い顧客満足度を実現

会社名 センクシア株式会社

設立 2022年2月21日

本社所在地 東京都港区東新橋二丁目3番17号

代表者 代表取締役 林 雄一

資本金 5億円（2025年12月31日現在）

従業員数 353名（2025年3月末現在）

事業内容 建材機器の製造・販売及びそれらの関連工事

売上高 35,413百万円（2025年3月期連結）

＜センクシアの事業分野＞
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センクシア株式会社のビジネスモデル

• マーケットニーズを掴み、業界トップレベルの開発力を持ちながら「ファブライト体制」で柔軟かつ機動的な

   製造体制を持つ

開発 設計 製造 販売 施工

全国に委託先ネットワーク

（ファブライト）ニーズ起点で商品開発

各工程で顧客との信頼関係を構築
販売・施工一貫体制

基礎 デバイス フロア 免制震（制震） 免制震（免震） 耐震補強

事
業

主
な
製
品
例

主
な
マ
ー

ケ
ッ
ト

露出型柱脚「ハイベー
ス工法」が主力製品で
長年安定した実績を築
く

「ハイリング工法」や、
国内初の標準化商品と
なった「スマートダイ
ア工法」を市場投入

フリーアクセスフロア
のパイオニアとして
1960年代から製品開発、
高付加価値製品を提供

建物の揺れを抑制し、
構造体の損傷を回避・
提言させる制震ダンパ
が主要製品

2025年㈱免制震デバイ
スをグループ化、免振
分野へ本格参入

既存建物の耐震補強工
事・劣化修繕工事に適
合するオリジナルの補
強工法を提案（スマー
トアタッチ工法）

露出柱脚
（ハイベースNEO工法）

貫通孔補強工法
（ハイリングⅢ工法）

オフィス用 データセ
ンター用

クリーンルーム用

油圧式制震ダンパ（ハイビルダム）

鋼板ダンパ 粘性制震壁 減衰こま

直動転がり支承

鉄鋼造補強
（スマートアタッチ工法）

オフィス

公共施設

工場

工場

倉庫

オフィス

超高層ビル

オフィス

マンション

オフィス

データセンター

クリーンルーム

鉄道（駅舎）

工場・倉庫

No.1 No.1 No.1

<センクシアの各事業＞

(1)

(1)直近5年間平均シェア、自社調べ

(2)貫通孔：配管を通すために必要な穴。一般的に部材の耐性を低下させる

(2)
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業績推移、資金調達及び財務健全性について

• センクシアは、売上高354億円、調整後EBITDA92億円、EBITDAマージン26％と高い収益性を誇る

• 企業価値は約800億円と算定（EBITDAマルチプル8.7倍）

• 株式取得後ではNet Debt / 事業EBITDA倍率は0.1と試算。中計FY30の方針である3.0以下の水準で財務健全性を維持

328

342

354

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

82

90
92

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

ノーリツ鋼機

センクシア

銀行

銀行 保険会社

センクシア
株主等

企業価値

約800億円

貸付

返済

新規借入

500億円
（予定）

取得価額
690億円
（予定）

W&I保険加入

売上高 調整後EBITDA

業績推移 資金調達及び財務健全性

単位：億円 単位：億円

単位：億円 2025年9月末 株式取得後 増減

有利子負債 316 816 +500

現金性資産 1,086 786 △300

Net Debt △770 30 +800

Net Debt / 事業EBITDA倍率 △3.1 0.1 +3.0

*1

*1 アドバイザリー費用含む 
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本資料に記載されているいかなる情報も、当社株式の購入や売却等を勧誘するものではありません。

また、当社は当資料の内容に関し、いかなる保証をするものでもありません。

本資料に記載されている当社の現在の計画、戦略等のうち、歴史的事実でないものは、現時点において見積もられた見通しであり、

これまでに入手可能な情報から得られた判断に基づいております。

実際の業績は、様々な要因やリスクにより大きく異なる結果となる可能性があり、

いかなる確約や保証を行うものではありません。
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